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1　は　じ　め　に
　わが国の戦後における家族の研究は，いわゆる「家族制度」の反省批判から法学の分野から展開し
たといってもよいのではなかろうか。それは民主化とかかわる民法改正が家族を対象にしているだけ
に当然のことであった。とくに法学の分野では，かつての「家族制度」・民法（第4編第5編）が淳
風美俗の名の下に教義的であったことに対する反省批判は実証的経験的に社会科学として癬明されよ
うとしてきた。そして，家族の本質とわが国におかれた家族の状況は，学問の各分野からもとりあげ
られ，学問の協業という新しい領域が開拓されてきた。それぞれの分野の佃々の研究にそれぞれの成
果はあげられているが，とくに昭和31年の「現代家族講座」（全6巻）発表以来，「家族問題と家族
法」　（全7巻・昭和32年），「家族法大系」　（全7巻・昭和34年），「講座一・一家族」（全8巻・昭和48
年），「家族一政策と法」　（全7巻・昭和50年）とかなり精力的に学問の協業の成果として，各分野
の研究が集大成された形で発表されてきているのが，大きな特徴である。
　そうした研究は，それなりに尊重されるものであるが，「この1年（昭和49年～50年）には今後の
新しい生活の在り方を考える上で，重要なかかわりのある変化が生じた」1）と指摘されるように，そ
の言葉は家庭生活にもそのまま通用してきている。これまでの家族研究はどちらかといえば・制度・
形態・集団的なものが多かった。私もまた，そういう傾向のなかで，地域社会との関連でとりあげる
ことが多かった。それが無意味であるというのではなく、現代の家族（とくに昭和憩年代以降）をと
りあげる場合，従来の家族研究の領域にはみられない現象がみられ，薪しい接近が必要とされている
ように思われる。アメリカのリッツ（Theodore　Lidz）すら「日本のような国の若い入ぴとは・その古
い家族制度との結びつきを意識的に断ち切ろうとしている。われわれの孤立した家族においても・薪
2一 県立新潟女子短期大学研究紀要　第15集　1978
しい厳格な因襲の保持を教えつつ，各世代の親たちと，親たちの各組合せとが，子どもの養育の手続
きゃ，彼等が伝達するところの伝統の組合せを変えている。」2）と，わが国をとりあげている。リッ
ヅに指摘されるまでもなく，llSt代の家族』　（ジュリスト総合特集6号昭和52年）などは現代の家族
をめぐって6分野56のテーマをとりあげているのは，家族をとりまく社会状況の変化，家族自体の構
造・機能の変化は，家族研究を賭代の要求のなかから再検討をしていることである。
　ことさらに，ここで新しい問題を提起しようというのではないが，家族にエクシテソシブ（exten－
sive）な面とインティンシプ（intensive）の面があるとすれば，それが一点に集中する，生活統合体
として家族という面をとりあげる必要があるのではないかと考えている。生活統合体としての家族と
いうことになれば，従来プライバシーに迫ることになり理論的研究としては余りふれられていなかっ
た。ことさらにインテンシブな面に追ろうというのではない，ややもすれば見逃されていたこの部分
に実は競代の家族と深いかかわりがあるのではないかと考えられる。
　制度としての家族から関係としての家族における役割理論3）もかなり論じられてきているけれど
も，研究とは別にわが国の現実における日常の生活統合体としての家族についてみると，実はかなり
の問題を内在しているように思われる。その一つとして離婚の問題がある。いまわが国では離婚率が
高いと言われる。確かに高い，高いか低いかは相対的なもので，明治15年～30年に比較すれぽ低い，
昭郡喋0年以降としてみれぽ高くなっている。離婚は「家庭の平和と共同生活の維持を図る」ことを目
的とする限り，一般的に望ましいものではない。しかし，現実に離婚が多くなっており，この現実に
対処しようとするとき，それは善し悪しの問題であるよりは，夫婦がどのような適応のときに婚姻を
鰍肖しようとするのか，解消するのか，ある意昧では婚姻よりも具体的に家族の内面にせまる面があ
る。その点，離婚に関する統計がかなり整理されているので（主として司法統計年報家事編）そのデ
ーターと，私の研究的立場（法と鮭会学の接点で）と家事調停に関与した経験（勿論秘密保持の範囲
で）から，離婚を中心にしてギ家族関係の祖会化」から現代の家族をアプローチしてみる。
丑　離婚率の上昇
　いま，わが国では離婚が増加しているといわれる。確かに離婚率も上昇している。婚姻・離婚に関
する統計を昭…購0年～50年の推移で比較整理、してみると，妄1のようであり，それを図式化すと図1
のようになる（昭和50年司法統計年報家事編）（離婚率・婚姻率いずれも人口1，　OOO人当り件数の比）。
　この数字は単に値々のケースの総祁ではなく，ある時期（とくに現代）における全体の傾向を示し
ているものである。＝クステソシブにみるならば，昭科22年，23年にみられた結婚ブームの時代にお
ける婚姻率11．・96，11．・931＝つく・，昭秘5年の1G，2にみられる第2の結婚ブームに関連する現象とし
て，昭恥45年離婚率e．　93，昭和50年1．　97というかつてない高率を示すようになった。というのは，わ
が図の離婚の内容を函表化してをみると　（司淡統計家事編昭和50年による），離婚を含む婚姻関係事
件における妻・失の年齢劉は図2のようになり，婚姻期間別にみると図3のようになる。離婚になる
ケースというのは，期聞的にみれば婚姻期間2年をピークにして6年以内というのが全離婚の半数を
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表1　婚姻・離婚・家裁・利用の推移
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図1　離離件数と婚姻中の夫婦間の調停新受件数の推移
占めており，年齢的にみれば，妻25才～29才，夫30才～34才をピークにして，妻・夫とも30才～34才
代で全離婚の半数を占めていることがわかる。ここにはあきらかに戦後における人口世代構成の変化
が反映している。戦後30年を経たいま，昭和49年にして明治世代が人口の9．　3％，大正世代が13．　5％，
昭和戦前世代が27．8％，戦後世代が49．4％となり，人口のまさに半数が戦後世代になり，その戦後世
代が結婚適齢期になり，その世代の結婚ブームが昭和45年を頂点としていることからみれば，いま30
才前後の夫婦はまさに婚姻期間2年～6年という戦後世代である。
　戦後世代だけに離婚が多いというのではない。統計にみる実態からしても婚姻期間10年という・40
才代にも離婚の危機がみられる。ここにあきらかに，世代構成にかかわる問題と・敗戦を契機にした
家族価値観の転換，社会変動とさまざまな要素が影響して，家庭生活の面で・離婚という現象が顕著
になってきているものとみることができる。この傾向は量的にみれぽ，しばらく続くであろうが・結
婚の減少とともにいずれ下向するであろう。しかし，離婚の本質的内容は内在されてゆくことであろ
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　　図2　婚姻関係事件年齢別割合
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　されていない時代で，法的規制よりも地域的習俗が支配的であり，家父長的家族のなかで，
風に合わぬ”ものは追出されるという離婚が多く，妻の意志は勿論夫の意志すら考慮されない，
　戸主・姑中心の一方的離婚が多かった。
明治31年～32年
　　離婚率1．82離婚1件に対する婚姻件数4．　6。前期に比較すれば，まさに激減している。民法の
　施行（明治31年）によって，法の規制が行なわれ，明治初期の習俗による一方的な離婚は認めら
　れなくなり「戸籍をよごすな」という風潮が生れ，離婚率は低下する。
明治33年～昭和18年
　　離婚率0．98離婚1件に対する婚姻件数9．3で，明治以降現代に至るなかで最も離婚率の低い時
　代でおよそ44年続いたことになる。旧民法と家族制嵐「家」道徳，教育勅語の浸透した時代であ
　　　　　　図3　婚姻関係事件婚姻期間割合
う。
　現代のこの状況は明治以降わが国の家族問題のなかで
どのような意味をもつのか概観しておく4）（以下の数値
はその年間の平均）。
　明治15年～30年
　　　離婚率2．82離婚1件に対する婚姻件数3．　08，であ
　るから明治以降現代に至るなかで最高であるeこれ
　　は，現代にそのまま対比することのできないものが
　　ある。戸籍は施行されているけれども，民法は施行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“家
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　る。離婚率の低さを良しとするかどうか，法律的に協議離婚の規定もあったが，協議の名による
妻の追出し，妻が無能力老とされ，姦通罪も妻にのみ成立し，夫の異性関係は問われないという
　蒔代で，家族制度と個人主義の拾頭という複雑な屈折をしている時代である。
昭和22年～25年
　　昭和19年～21年の統計は敗戦前後の混乱で統計が整備されていない。22年～25年については，
　離婚率1．00離婚1件に対する婚姻件tw10．　6。離婚も多いし，結婚も多いという時代である。一時
　的現象であるにせよ，戦後の混乱は，行方不明・死亡誤認・現地婚などが影響している。
fl召和30年以降
　　前掲の表1，図1および統計資料に示されている実態である。明治以降現代に至る過程のなか
　でこの時代の現象をどうみるか，本論の主題であるので，以下詳説する。
皿　調　停　離　婚
昭和30年以靴くに昭和40鰐働1垂婚が多くなった．そしてその内容は過去にみられな順的変化
がみられるようである。その本質に接近するため調停離婚を中心にみることにする。
　離婚は生存中の夫婦から婚姻関係を解消することであるが，婚姻と同じように当畜者の意思自治が
認めら泌ものではない．離婚についてみれば，その国の習俗や伝統・宗教靹こか勧の制約があ
り，その伝統を背景にして法規制についてもかなりの制約がある。いま世界的にその制約についてか
勧の動揺があり，法の改正もみられてL・る．特微的にみられるのは判スト教的離婚観「神の合せ
給えし者は人これを離すべからず」にもとずくときは，離婚は全面的に禁止されていた。キリスト教
国の離婚法は離婚制度の法認を大きくはばんでいた。しかし，事実上離婚に類する現象がなかったわ
けではなかったeいまでは離婚を認めないという国はほとんどなし・が・キリスト教国の離婚法の多く
が有責主義の規定をしているのもそうした伝統によるものである。そうした伝統を受け継いだ西欧諸
国は現代化のなかで，離婚法は1965年代（昭和40年代）から大きく動揺し，法の改正が具体的にみら
れるようになった。1967年にはアメリカ（ニューヨーク州），1969年にはイギリスが二年間の別居で離
婚を認めると改正している．キリス傲的富略禁止は，韻蟻から破綻議｝こ移ったということで
あろうし，1971年カトリヅクのイタリアでさい離婚を認めるようになったことは離婚の大きな変化で
ある。
　その点からみれば，わが国の離婚は実に独特の法制度と現実があったとみなけれぽならない。法制
度そのものからみれば，協議離婚の規定が明治以来存在しており，当事者の合意があれば・戸籍に従
って届出をするだけで成立する協議上の離婚「協議離婚」があり・わが国の離婚のほとんどはこの制
度によっていた。離婚の全面的禁止の伝統や法による有責主義を採る立場からすればかなり＠るやか
なものとみられる。しかし，この協議離婚の背景は，当築者の合意というよりは夫・戸主の意志が尊
重されるものであって，妻の意志の尊重された合意ではなかった。とくに戦前はこの規定は家族制度
の尊重の立場から「家」への国家介入の余地が少なかったというべきである。協議離婚の成立しない
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場合には裁判上の離婚「裁判離婚」ということになるが，旧民法の813条による離婚原因によって離
婚を求めるにしても，この離婚原因は妻の有責に重点がおかれていた。その点民法770条は離婚原因
のなかに「その他婚姻を継続し難い重大な事由があるとき」というように破綻主義的色彩をもってい
るが，「一切の審情を考慮して婚姻の継続を相当と認めるときは，離婚の請求を棄却することができ
る」と栢対主義的な面もある。一応は破綻主義的な内容であるとはみられるだろうが，安易に破綻主
義とはいい切れない。ただ現実に，夫婦の一方が，なお裁判によって他方の意志に反して離婚を求め
る訴訟をすすめるには，離婚原因によって争わなければならない。離婚訴訟が，普通の裁判のように
合理的に黒白をつけるというわけにはφかない，身分関係の非合理性があるだけに裁判にはなじみに
くいものがある。
　その点，わが国では調停前置主義を採用しているから，協議離婚・調停離婚・裁判離婚（厳密にい
いば審判離婚もある）のいずれかによって離婚は成立することになる（調停離婚が裁判上の離婚であ
るかないか論争もあるが，ここでは制度的手続的にみれば裁判上の離婚ではあろうが，内容的にみれ
ば，独特な中間的な離婚とみるべきであろう）。
　調停離婚は，現実の過程において，当事者の意思を尊重しながら，事実の真相をあきらかにし，当
事者に即した妥当な解決の合意を得ようとするものである。紛争が激しく，お互に譲らなけれぽなら
ない時には調停案を示して，お互の合意に至る積極的活動が行なわれる。時に法的手続や法的判断の
介入することもあるけれども，調停離婚は，当事者の自主的任意的意思を申心にしながら調停活動に
よって，お互の合意に達することを目的としているものである。
　この制度の前身は・，昭和14年の人事調停法にあるだろうけれども，現行制度は昭和22年の家事審判
法によっているだけに，その運用と展開に当っては，わが国の家族制度と深いかかわりがある。当初
の家事調俸制度の構想はr道義二本ヅキ温情ヲ以ツテ」家族に関する事件を解決し，古来の家族制度
的な秩序維持を志向したが，家事審判法（昭和22年）によって創設された家事調停制度は個人の尊厳
と両性の本質的平等を基本として「家庭の平和と健全な親族共同生活の維持をはかる」ことを目的と
するものに変った。この変革のなかには，価値観の大きな転換が必要であった。いま調停制度の批判
をとりあげるものではないが，昭和26年の調停委員規則では，「調停委員となるべきXは，徳望良識
の者の中から選任しなければならない」としていたのが，昭和49年の改正では「①弁護士となる資格
を有する者②家事紛争の解決に有用な専門知識経験を有する者③社会生活上豊富な知識経験を有する
者，で40才以上70才未満の者の中から選任される」となった。これらは家事調停の袖会性を物語るも
のであろう。
　この制度のなかで展開している調停離婚についてみれば，現代の家族関係の象徴的姿の実態がみら
れる。まず，現実には家事調停件数が増加していることである。表2にみる通り離婚件数の増加とと
もに家庭裁判所の手を経た離婚件数が増加しており，さらに家庭裁判所の分類によれば，離婚を含み
離婚と同質的なものを「婚姻中の夫婦関係の調停」としているが，このケー一スの増加率は調停事事件
受理総数の割合からみても昭和24年の2乳9％から昭和45年の50．5％と大巾に上昇しているし，とくに
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この傾向は昭和40年以降の離婚率の上昇率に比例して2倍近くになっていることが証明されるだけ
に，制度的歴史的な反省を含みつつ，現代の調停離婚における現実をみながら，現代の家族関係追求
の手がかりにしたい。
この数字のなかからいくつかの特徴　　　表2鯛中の夫婦間の調停事件件数
をみることができる。①離婚を中心に
したケースについて，裁判所が「婚姻
中の夫婦間」の調停というように法律
用語よりもかなり一般的な用語として
分類していることは夫婦関係としてみ
ていることで，現代的な把握をしてい
る。②さきに指摘してあるように，全
調停の半数が，「婚姻中の夫婦間」の
事件であるだけに，いかに夫婦間の紛
争が家族関係の紛争のなかに多くの部
分を占めているかがわかる。全離婚数
からみれば，家裁利用件数は10％で少
ないということにもなるだろうが，
昭　40 昭妬1昭5・
????? 数li．S，　692　133，・2・7139・　58・
円翻整・蜘同居1 a6％12…％1・＆5％
謙甥撒用分酬 ・．ggi　1 ????53 3．3％
離 婚194・　s％　176・　3％　178・・％
ll羅ll勤：鞭i｝i耀：il
????円満調整夫婦同居
ｶ活費・婚姻費用
ｪ担・協力扶助
｣　　　　　婚
13033
i69．7）
3．5
P．1
X4．2
23818
i71，7）
18．6
S．8
V6．4
28119
i71．o）
15．6
S5
V9．8
　　　　　　　　　　　　　　　　婚姻中の夫婦関係ケースとしてみれば，年k増加している傾向
（昭和30年・50年でみれば2倍の増加）にある。調停に関与してみると，質的にはかなり現代日本の
家族に潜在しているものとみることができる。③夫・妻の申立ての割合からみると，夫30％妻70％で
ある。ことさらに男女平等を強調するものではないが，妻の立場に矛盾と不安が多い。現実には婚姻
が自由であるならば，離婚も自由という先入観が支配しており，離婚および，その後の生活に関する
ものが整理されていないことが多く，その搬寄せは妻に及ぶことが多く，福祉・後見的な意味で申し
立てしている。④円満調整・夫婦同居という内容は，いま現に離婚というのではなく，葛藤・対立で
あるとか，別居しているとか，他の異性と生活しているというもので，お互の生活の仕方などに問題
があるものが多いeかなり進展していると，本質的なものからさらに附随的なものに発展していて，
調停のむずかしいケースが多い。昭和50年新潟家庭裁判所のケースによれば，夫の申立の56％妻の申
立の51％oが離婚になっている。⑤生活費・婚姻費用・協力扶助の申立ては，多くの場合破綻状態にな
っており，別居中であるとか，相手が異性と生活しているという状態である。いわゆる有責者の責任
の履行が行なわれていないというケーxが多い。⑥離婚についての時代的傾向は，一挙に離婚に申し
立てられるよりも，まずは円満調整として申し立てられ，紛争と不適応の真相をあきらかにしようと
する努力がみられる傾向にあるe勿論これには家庭裁判所調査官のインテークなどによる指導もある
が，適応の努力の欠けているケースが多い。
　以上の現代的な特徴をあげることができるが，「人口増加にもとずく自然のほかに社会の複雑多様
化に伴い，個人による解決困難な紛争の増大や，親族間の紛争解決に，家庭裁判所の調惇という公的
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紛争解決制度を利用しようとする気運の一般的高まり」5）であるとする見方は，家庭裁判所における
調停・調停離婚の有用性を語るものであろう。
IV　婚姻中の夫婦間の調停申立の動機
　調停離婚を含む夫婦閾の紛争について，家庭裁判所では「婚姻中の夫婦間の事件」と分類している
が，この調停申立に際して申立ての動機を記入させるようになっており，その統計もかなり正確に整
理されている。具体的調停に当っても，当事者間に合意を成立させることに重点がおかれるので，事
案の真相解明のためにもその動機は充分に検討される。
　それだけに，この調停申立の動機は家族醐係を考える」三に，かなり有力な資料になる。申立の動機
は15項目が設定されていて，そのなかの3つまで記入させることになっている。それを司法統計年報
家蛾編により，昭和41年・45年・50年の時代的比較と昭和50年新潟家庭裁判所統計による地域的比較
で整理してみたのが表3と図4である（15須目中の「その他」と「不詳」は省略した，記入数として
は夫が1．8箇妻が2簡の平均になっているが，いずれも10⑪％に整理した）。
表3　婚姻中の夫婦間の調停申立ての動機別割合（司法統計年報家事編より作製）
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　　　　　　　各年代ともほぼ似たような傾向がみられるの
　　　　　　で，昭和41年・50年の全国平均をみて10％台の
　　　　　　ものをあげるとつぎの通りである。
　　　　　　　　　　　　　　夫の側から
　　　　　　　i生零者力S合2っなL、　　　　　　　　　（30．1）
　　　　　　　異性関係　　　　　　　（13．3）
　　　　　　　同居しない　　　　　　（12，　O）
　　　　　　　家族親族と折合が悪い’　（1e．　7）
　　　　　　　家庭を省みない　　　　　（9．1）
　　　　　　　　　　　　　　i妻の側から
図4　婚姻中の夫婦間の調停申立て動機割合
暴力をふるう
｛生格力こ合オっなL・
異性関係
生活費を渡さない
酒を飲みすぎる
家庭を省みない
（15．5）
（14．　8）
（15．9）
（9．ユ）
（8．3）
（8．8）
新潟県についてみれぽ，夫の側からみた「同
居しない」「家族親族と折合が悪い」がやや
高いが，ほぼ全国的傾向に似ている。この傾
向を協議離婚にみられる離婚理由表4（昭和43勾三厚生省調査）と比較してみても，似たような傾向
がみられるe
　　　　　　　　　　　表　4　　　　†霞島　　言義　　離　　婚　　【こ：　　み　　ら　　れ　　る　　離　　婚　　理　　由
相手の性格が嫌になった
相手に愛人ができた
自分に愛人ができた
相手に浪費等経済問題あり
自分に浪賀等経済題間あり
性生’活がうまくゆかない
親などの折合が悪い
その他の理由
39．8
20．　2
6，3
9．7
11．1
15．1
14．2
20．7
47．0
2⑪．0
2．s
29．7
1，8
12．1
15．9
19，7
40．6
16．1
3．1
8，2
§，6
16，1
13．2
23．3
3s，2
23．7
9．4
11．⑪
12．6
13．6
工5．0
18．o
　申立の動機の高いもの1つが，紛争・離婚の唯一の原因となるわけではない。3つまで記入させる
ことになっているので，いくつかの組合せが考えられなけれぽなるま㌧・。それにしても，夫・妻それ
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それの申立ての動機に共通して高い数字を示しているのが「性格が合わない」というのは注目しなけ
ればならない。記入の数が異なるにしても，妻の場合はそれに「暴力をふるう」「異性関係」が加わ
る，「異性関係」については夫の側にもあがっている。
　現実には「家族・親族iの折合いが悪い」「暴力をふるう」「酒の飲みすぎ」というようなものがき
っかけになって，日常生活の対立や葛藤がつみ重ねられ，離婚申立てになって，決定的な調停申立て
の理由はなくかなりさまざまな要因が相乗して，包括的に「性格が合わない」ということになる傾向
が多いようである。家庭裁判所が，こういう項目を用意しており，一般の協議離婚の調査についても
この項目の数値の高いことは，家族関係を考えるポイントでもある。
V　家族関係の社会化
1．　「性格が合わない」からみた家族関係
　「性格が合わない」とか「性格の不一致」などは本来心理学的用語であろうし，心理学的にみても
解明のむずかしいものである。しかし，われわれは日常用語としても使っている。それを家庭裁判所
の調停用語として使っているにはそれなりの意味がある。
　裁判上の離婚は，民法770条に定める離婚原因に基づいて，不貞があったか，遺棄が成立するか否
か，夫婦の不和が一定の段階に達したときに，夫婦が原告・被告となって厳格な訴訟手続によって争
われるものである。しかし，一般にそこまでゆかない，不貞とか遺棄というような法概念で表現する
段階でない，異性関係とか妻が実家に帰って同居しない（実家は法律用語としては廃語になっている
が日常語としては生きている，現代の家族関係としてはこれに代るべき用語がほしい，family　of
orientationなどが該当するのだろうが，日本語としては熟していない），ということは日常よくある
ことである。その意味では，調停は裁判上のものと日常的なものの中間領域であるといってよい。
　それだけに，夫婦の紛争にしても，離婚の申立てにしてもいかにも離婚を結論ずけるような印象を
与えるよりも円満調整の努力の余地を残す「夫婦関係調整」という陰常的実質的用語で分類してい
る。分類上の用語であるにしても家庭裁判所が，「関係」という用語を使うようになったのは昭和40
年からであって，昭和30年代までは，申立ての動機の分類については有責別としていた。いまでは婚
姻関係事件として，「夫婦同居及び協力扶助，婚姻費用分担（生活費又は婚姻中の養育費を含む），夫
婦関係調整，離婚などのほか，婚姻申の夫婦間の紛争一切を対象とする審判あるいは調停で処理され
たものすぺてを含んでいる」。
　家族の問題を日常的なレヴ＝ルで「関係」でみようとする傾向は，理論的にはかなり早くからとり
あげられていた。しかし，わが国では「家族制度」が日常生活に根強く浸透していたために，「関係」
は「制度」を言い替える程度にしか受けとめられていなかったe「制度」から「関係」への日常化は
実は深刻な反省と批判を経てこそ定着するものであって，民法改正の昭和20年代にこそ，その努力が
必要であったのである6）。その反省と批判を経ずにきた現代の家族に，いまそれと気付く現実には，
その「制度」とr関係」の矛盾が，離婚率の上昇の背景に存在している。
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　その最も具体的にあらわれたのが，「性格が合わない」であると指摘したい。家族のもっとも単位
的出発である，婚姻関係・夫婦関係が紛争状態になる動機が「性格が合わない」と申立てられている
背景を検乱てみることは，家族関係の有用性に通じ，さらに家族関係をダイナミ・クに展開させる
社会化の方向を考えることになる。
2．　「制度」から「関係」へ
　家族関係をとくに「関係」として意識するかしないかは別として，日常生活に浸透させたものは，
「婚姻は両性の合意のみに基いて成立し……」（憲法24条）の普及であろう。室来この条文は，旧民
法・「家族制度」価値観に基く婚姻が，「家族ガ婚姻又ハ養子縁組ヲ為スニハ戸主ノ同意ヲ得ルコトヲ
要ス」（1眠法750条）「子ガ婚姻ヲ為ス…其家二在ル父母・離ヲ得ルコトヲ要ス」（1眠法772条）
の戸主・父Nの同意を要件にしていたものから解放するという意味を強調したものであって，「家」
から「個人」「人間」の解放であった。それ自体はかつて為し得た事実としての「家」は家族の目常
生活に漫透しており，婚姻も「家」と「家」の結合として，その仲介としての「仲人1による仲人婚
を良しとしてきた（そこには稲と瀞Uと犠牲もあったが，淳風美俗の御頃・溜口・貞淑・忍耐’奉
公におき替えられた）。
　それが，憲法24条の時代になった。理論的には，封建制の象徴ともとらえられた「家族制度」’
「家」からの解放として「民主化」の砦とされた。しかし当時現実に結婚した世代は大正生れの世
代であって，生きることに精一杯で憲法24条と民法と婚姻の文脈と体系を整理していたわけではな
く，これも民主化であったはずの畏地改革は皮肉にも「家」を温存する結果になり，日常生活の家族
には「制度」が支配的であった。それにしても言葉としては，民法が変った，家族制度がなくなっ
た，として民主的になろうとしたことも否定はできない。
　その後，家族をめぐるさまざまな変化はあり，家族制度は済し崩しに後退させてきた。それが，昭
和40年代に入ると戦後世代の成長となり婚姻率も9．　72という高率になり47年には10．3に示されるよう
になり，昭和49年には人口の世代構成からみて，その半数が戦後生れ世代ということになった。そこ
には「婚姻は両性の合意のみに基づいて成立した」家族が自明のものとされる時代になったe
　両性の合意，愛情によって結ばれた夫婦によって家族が形成される。それはまさに人間の根源的な
ものである。しかし，婚姻が央婦・親子・親族と展開する必然の可能性があるとすれば，心情的・愛
情の偶然性によってのみでは家族の維持はできない。そこには偶然から必然に転換する，両性の’夫
婦の「関係」に組み翫る，「同居し互Vご協力・扶珈の関係が維持さ2Zる段階が保障されなけれ
ばならない。「合意・・のみ・・」の歴史的意義と，現実の夫婦・家族の維持が「合意のみ」を必要にし
て最少限度の条件とするのではなく，「関係」から展開する複i雑な人間の・央婦の・家族の・親族の・
関係から維持されるものが，考慮されていなければならない・
　　戦前の婚姻は，「両性の合意」よりも「制度」の制約のもとで，「妻ハ夫ノ家二入ル」ことであり・
制度という名の妻の夫への同一化ということであった。いままたややもすると・関係ということが大
　ざっぱに受けとめられて，「合意のみ」が愛情のみの同一化であり，夫婦は一心同体で・「性格の一
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致」が現実に存在するかのように錯覚されてしまう。「関係」というなかには絶対に一致などという
のは存在しない。
　夫婦の関係はまさに，夫と妻の，妻と夫のダイアッド（dyad）の，自我と他者という性の異なる二
人から成る関係であり，時間的永続性と一一一rcの確定された相互作用の型を備えている関係である。そ
のダイアッドの関係はさらに，家族を加え，失婦の関係はさらに家族の関係に発展し展開する。家族
には少なくとも，去n（n－－1）の関係が粧するはずである7’（nは家族人数，3嫁族ならば3・4人
家族ならぽ6）。そのいくつかの家族の関係が全部一致するようなことは絶対にあり得ない。それに
家族はそれぞれに地位と役割によって同質なものではない。非合理な複雑な身分関係であるという性
質を本質的に備えている．そ2iだけに青年時代の愛悔こよった「性格の一蜘のみでは・央婦・塚族
の関係は維持できない。
　現在の婚姻中の央婦の調停についてみても，「性格が合わない」「性格不一致」の申立ては多くの場
合，妻の夫への同一一化，夫の妻への同一化のみが期待され，それが実現しないときに「性格が合わな
い」となるケースが多い（Mの事例1などはまさにその典型的例である）。自他の関係，夫婦の関係の
なかには，お互の個人的領域は主体的に存在するにしても，お互の役割分担のなかでお互に吸収同化
として集団的領域（失婦として家族として）をどれだけ広く受容できるかというriコの広さが，関係を
決定するものであろう。夫婦それぞれの充足感をもち共同の期待と共同の責任の領域の巾の範翻内に
こそ，その巾の範囲をできるだけ広くとれるか，とれないかということこそ重要なのである。それに
人生の経験や生き方，人間的要素が加昧されることであろう。
　そういう巾の余地が絶対に存在しない，受容領域を広げる努力の可能性も存在しない，というなら
ぽ，あるいはもはや破綻の限界であるならば，その関係を解消する離婚を考えるということにもなろ
う。世論調査では女性（妻）の3人に1人は離婚を考えたことがあるという結果がでている8）。
　それでは離婚という場合に，夫婦の関係を解消する届繊をする協議離婚が成立するならば，それな
りに法は介入しない（しないというより最少限度未成年の子の親権者はいずれかきめなけれぽ成立し
ない）。しかし調停の現実についてみれば，多くの場合，離婚に伴なう親権者の決定・婚姻費用の
分握（生活費・養育費）財産分与・慰謝料の決定など，離婚ということのみ強く主張され，夫婦の関
係を解消するに当って法的に整理されていないケースが多く，調停としては後見的機能や福祉的機能
によって整理し，調停成立となるケースが多い。わが国の協議離婚が果してそこまで整理されている
のかどうかは疑わしい。
3．　家族閣孫の社会化
　離婿から家族関係をみてきたわけであるが，いまある家族の現実は，急速にそのパターソを変えよ
うとして｝・る。離婚率の上昇をとくに家族関係アプローチの中心にもってきたことは，まさに戦後生
わ坦一代力噺しい家族を形戒しようとしておウ，パターソを変える世代として登場してきたことに注目
しなけれ嫁ならないからである。そして，その世代の家族形成力藍，その世代自身もそれをとりまく明
養・乗正・羅郵戦蕪時代で携成される家族・親族とのかかわり，社会状況のなかで，必ずしも無条件
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に肯定できない不適応現象がみられる・その一つが離婚である。
　離婚の自由のない結婚は自由でないという見方もあり，破綻主義的な傾向を是認しようとする・風潮
もないではない。しかし，それは一一一，￥一には肯定できない。「家族の平和と健全な親族共同生活の維持3
をさせようとする考えがある限り，離婚は原則的に望ましいものではない。調停離婚の事件に関与し
てみても多くの場合不幸のようである。幸不幸は主観的であるにしても，離婚に伴なう家族・親族関
係とくに子に対する貴任が充分ではないと思われることが多い。こうした規実のなかに離婚をとりあ
げるとすれば，道徳価値の問題としてみるより敏，一般的央婦関係・家族関係として・この変り方に
対してどうダイナミックに適応するかの問題である。
　婚姻という男女のそれぞれ違った一R・一一ソナリテーの人問が・合意によって夫婦の共同生活をしよう
とするものを直ちに「一致」と期待することはあり得ないことである。家族のなかに生み落されたヒ
トは社会化（socialization）9）されて人間に成長する。そして20何年それぞれの家族のなかでパーソナ
リテーは形成され，人生経験を経た男女が共同生活をするeもしそこに「一一致」があるとすれば偶然
でしかないe合意も偶然，一致も偶然であるとすれば，夫婦も家族も偶然しかない。家族が合意・一
致か対立・分離であるとすれぽ，誰かの犠牲によって（主として妻の嫁の）維持した綱度の家族を叙
敏（C・nvergence）で帰一させ斉一化する家庭以外には維持のしようがない・それは・かつての家族
の「かたさ」「もろさ」であり現代の家族の「ひよさ」「甘え」であり，いずれも脆弱なものと言うし
かない。夫婦・家族はフィードバヅク（feed－back）する相互の接触や疎通によってそれぞれの家族
の相互関係のパターソが形成されなければなるまいe
　特に変動の激しい現代社会の状況のなかでは，幼少期に社会化された人間は，家族の構造・機能・
さらに周期が変化しているだけに，家族関係における役割の再学習・再習得によってバーソナi］テー
の再統合一一社会化ができなければ，強靱な家族関係は実現しない。
　Mの事例1にみられるケースでは，交際のなかで自分の育った家庭の雰囲気と違った相手方の家庭
に好意をもったという。それを好意ととるか，嫌悪ととるかは，選択であるけれども選択した。それ
が「人間的」という表現で「性格が合わない」一離婚と，発展してきている。そこには社会的一般
論としてみれば，お互の役割の再統合・再規定を通して家族関係の社会化への方向は考える余地はあ
る。さらにこのケースの場合，微妙な人間関係はあるにしても，夫婦関係は基本的に夫・妻のダイア
ッドの関係であって，第三者が介在することはその関係の破綻であり・関係は維持できないというこ
とにもなる。しかし，その関係を破綻と肯定できるとしても，その夫婦関係から発生した家族関係と
くに親子関係における役割の責任はあり，それには法の規卸1はある。そのことを無視した離婚の多い
のが，現代の特徴でもある。
　子の家族における社会化は，親と子の関係のなかに未来を志向しているが・成入の家族関無の社会
化は，それぞれの成人の経て来た過去を振り返りながら，未来に展鵜する自分の役害1！を再規定する再
統合することである。
　成人の家族関係の社会化は，それぞれの人生の段階がalbるので，過去に固執したり，「甘え」があ
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ったりするので，むずかしいがそのむずかしさを克服する家族関係の社会化の方向が志向されない
と，20～3⑪才代の離婚などよりもさらに複雑な解きほぐすことのできない家族関係のしがらみのなか
で暮さなければならないということにもなる。
　Mの寮例2でみられる母親は7⑪年の人坐の経験のなかで住んでいる土地建物の所有者である役割
と，いまでは扶養される立場にある役割の再規定と，長男50才の役割としては母親扶義務の役割と期
待権としての相続分の権利の主張が整理再規定されていないケースである。それに基本的に母一長
男の関係を基本にしておればよいのに，参加人としての姉・妹が介在して嫁（長男の妻）とのかかわ
りをとりあげて来るので，お互にフィードバヅクしない主張のみが続けられてこじれてしまい，当瑛
者の貴任では解決できなくなる。
　現代臼本の家族を生活統合体として，「制度」から「関係」へさらに「家族関係の社会化」を中
心的因子としてみてきたeこの因子で複雑な家族のすべてを一元論的に解明できるとは思っていな
い。いまは，　「家族関係の社会化」における第一義的な因果関係を確かめることであり「性格が合わ
ない」を中心として来たが，さらに必要な因子の整理が行なわれなければならない。とくに調停にあ
らわれたものは，家族の現実のむずかしさと研究の必要性を示唆している。
　トルストイは「幸福な家庭はすべてよく似よDたものであるが，不幸な家庭はみなそれぞれに不幸
である」　（アソナ・カレニーナ）と言って，獣的なものから人間的さらに聖的なものまで振巾の激し
い家族を描き出している。トルストイに迫ろうとは思わないが，家事調停のケースをみても，不幸な
家庭はそれぞれに違った不幸であると言うことができる。と同時に幸福な家庭も内的にはすべて違っ
たフィードバックをしながら維持されているのであろう。
　家事調停を通してみると，家族は人間関係一家族関係一一法律関係の文脈と体系のなかで，何を
中心的濁子として相互関係が展麗するかというものにあるにも拘らず，生物（雄・雌）一人間（男
・女）一入格（パーソナリテー）一社会（集団・家族）一一制度（習慣・法）のなかで，自己中
心に短絡豹な主彊がなされ，当事者同志はフィードバックしないで，第三者の調停を必要としている
という現実が多い。これはただ単に家事調淳に限られた家族関係の問題であるのか，ケースにもよる
であろうけれども，本質約には一般の家族関係1°）にも通ずる傾向であるとも思われる。
　　　　　　　　　　　　　　Vl　調停事件にあらわれた事例
事例1
　申立人A　相手方B
　AとBはサークル活動を通して知り合い，BはAの人柄や
家庭環境に好意をもち，結婚した。共働きの生活のなかに，
4年後にC誕生，8年後匹家を新築した。その後BはXを知り合うようになりBと別れたいと申し入
れた（結婚後10年）。　Aは妊娠中（のちD誕生）夫婦関係が円満にゆかないので，夫婦関係円満調整
を申し立てるe
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　このケ＿スの調停にあたっては，BがXを知るようになってから，　Aと離婚してXと結婚すること
が，自分の生き方として「人間的」であると主張する。まさに「両性の合意」　（愛構）によって婚姻
し，10年後にまた「性格の不一致」によって離婚しようというケースである。8は離婚する意思はな
く，C・Dの子供と同屠して婚姻を継続するために円満調整して欲しいと主張する。　Aは離婚するこ
とが「人間的」であると主張する。当事者の合意が成立して協議離婚であるならば別問題であるけれ
ども，いかにも結婚することも離婚することも自己の自由であるというAの態度である。
講麟はややもすれば，厳蟻が通用弗かのように思われている・確力・にのケ略では破
綻しているようであるが，Aには婚姻関係の継続の意思が強く，離婚を主張するBの有責｛生は強い。
この場合Bがいかに「人閏的」とか「性格の不一致」ということを主張するにしても，その有責盤を
相当の慰謝料とか，財産分与，子どもに対する親権者としての監護義務婚姻費用の履行の保誰力壌
付けられていないので，離婚の調停成立にはならず，当分の間別居ということになり子どもの養育費
・燭蹟用の分担の具体鰍定をみた・　　’　　　　！蕾
　事例2　親族関係円満調整の事例
　申立人A　相手方B・C
　右の図のような親族関係のなかでA（72才）は長男失婦B
　（55才）C（50才）と三女D（35才）　（自活能力なし）と同
居して生活していたが，長男夫婦B・Cと常に口論が絶え
ず，円満な親族関係の生活が営まれず，「出ろ」「繊ない」と争って，長女E，次女Fの家を転々とし
て生活することもあったが，それもうまくゆかず，自分A名儀の家に帰ウたいからB・Cに轡てもら
いたいという申し立てであうた。家庭裁判瑛は親族闘係の円灘調整として受付けた。
　調停にあたってはっきりしたことは，Aは購りでm在のSl屋・et地は醐儀葦こなって勤濠男
夫婦B・Cとそれに自活能力のない三女Dが同居して生活していたカミ，Cの結婚当靭よ華羨講嫁・嬉
の関係がうまくゆかなかった。Aは夫の死亡，それに年老いた現在，虐活能力のない茎）の将来などを考
えると，不安になり，B・Cとささいなことに口論することが多く，自分の家だから嶺て傘け含Pt　6　f
出ないと争っていた．長女E，次女Fも嫁Cが悪いと云って，紛争は繊なかった認革灘を嚢
き取って暮してみるけれどもAには必ずしも住みごこちのよいものではなかった。A絃B’愚こ家壽毛
　ら出てもらって自分名儀の家にDと一緒に住むというのである。
　　細かな点は省略するが，ここで成立した調惇事項をさきにあげて親族麗係について考えて森観
　　調　停　事　項
　　　1．　申立人A（母親）と相手方両名B・C（長男夫婦）は従来のゆきがかウをすて，本費よ摯蓑
　　しい生活が始まることを自覚し，家庭内における相互の立場を自覚し無用な干渉を慎しむととも
　　に，情愛と信頼をもって協力し，助け合い，円満な家庭生活を営むよを努力する。
　　　2．前項の趣旨を実現するため，当蛮者双方は特に次の留意をする。
　　　　〔イ｝相手の人格を故意に害する行動は厳に慎しむ。
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　　　〔司　最終的内容を含む言葉は使わない。
　　　囚　家庭内の事情については，一一・ljU他人に口外しない。
　　3．相手方両名（B・C）は，従来通り今後も申立人（A）及び申立人三女（D）を扶養する。
　　4，　申立人（A）は，申立人とDが上記扶養を受けることに対して，申立人（A）所有の別紙物
件目録記載の不動産を，申立人（A）は死亡時において，相手方（B）に贈与し，相手方（B）は
　これを承諾する。
　　5．当ヨ堵双方は，本条項の履行については，当裁判所調査官の指示を求めることができる。
　　6．調停費用は，各自の負担とする。
　　　劉　紙
　　　物件目録
　　1．　○○市○○町○○番地　宅地○○㎡
　　2．　○○市○○町○○番地　木造1棟床面積○○㎡
　このケースは直接離婚をとりあげているものではないが，離婚を通して家族関係を考えている本論
としては，家族関係の具体例考えるものとしてとりあげた。
　調停においては，当事者間に合意が成立し，これを調書に記載したときは，調停が成立したものと
して，確定判決と同一の効力を有するものである。
　この調書における調停事項の1，2はかなり抽象的であり，人間・家族の内面的な要素のあるもの
で，道徳的意味をもつものであるから，家事調停としては，そこまで記載しなくともよいものではな
いか，あるいは記載してもその履行にどれだけ強制の意味があるかという性質のものである。しか
し，このケースは一般的にみればよくある親族関係で，AとCの姑嫁の関係，それにAの立場と役
割，E，　Fが参加人として加わっており，　Aは自分の老後と自活能力のない娘Dの将来などが関連し
て，最後には「俺の土地，建物だ」「出てゆけ」ということになり，Aは建物の修理や建増しをしたり
税金を納めたりして具体的に管理しているので，「出てゆく」「出てゆくには相続分の権利がある」と
いうことで争われているケースであったので，1，2の事項は単に抽象的な意味ではない。具体的には
3，4のかなり法律内容を含む権利・義務に通ずる意味のあるものである。Bは当事者・参加人から
さまざまな主張もあるが，Cと揚力し，　AやDの世話をしていた。　Bはそれに対して相続分の権利が
あるという主張をしていることから紛争していた。
　このケースの調停に当って問題になることは，親族闘係の紛争としては基本的には当事者の内的人
間関係親族関係であって，その点の円満調整に努力するものであって，法律関係をもち出さずに調停
を成立させたかった。しかし，現実にAが老人であるということで，この調停を成立させなければ・
老後は保障されない。かなり回数を重ねた結果，Aの所有権の主張は一応認められるにしても現実に
は葺・Cの扶養iを受けることが妥当であり（E・FはB・Cを批難するにせよ，最後までAを扶養す
る麗実｛生はない），Bには相続分の期待権はあるにしても，いまは扶養義務の責任があることを納
得させ，最終的には，1，2の条項が守られ扶養義務が履行されることを前提として4の死因贈与
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（民法544条）の合意が得られた（E・Fも相続権を協棄する）ものである。
この種のケースは，時代的状況のなかで潜在的にもかなり存在する性質のものであろう。
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